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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

① 当期の経営成績

当連結会計年度のわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動減や輸入物価の上昇などによ

り、個人消費の動きに鈍さがみられましたが、金融政策、財政政策、成長戦略の一体的な推進と、輸出の持ち

直し等が企業収益の拡大を牽引し、前年度に引き続き緩やかな景気回復基調を持続いたしました。

国内建設市場においては、政府建設投資や民間住宅投資は前年度の実績を若干下回ったものの、輸出の増加

や内需の回復期待を背景に、製造業を中心とする設備投資が増加し、民間非住宅投資が堅調に推移いたしまし

た。しかしながら、技能労働者不足や資機材価格の高止まりにより、建設計画の見直しや抑制の動きも一部で

顕在化しており、引き続き難しい受注環境が続いております。

このような状況のなか、当社グループは、中期経営計画の基本方針である「磐石な収益基盤」を構築するた

めに、「量より質」の経営方針を掲げ、国内では技術社員教育による現場力の向上や、技能労働者不足に対応す

るための工業化や省力化を推進する一方、海外では原価管理の強化やローカル社員の育成に努め、収益力の強

化を図ってまいりました。

その結果、当連結会計年度の業績は以下のとおりとなりました。

売上高は、建設事業1,241億72百万円(前年同期比3.1%減)に不動産事業他10億87百万円(前年同期比2.2%増)を

合わせ、1,252億60百万円(前年同期比3.0%減)となりました。

損益面におきましては、国内建設事業の完成工事利益率が改善した結果、営業利益は33億67百万円(前年同期

比49.6%増)、経常利益は38億１百万円(前年同期比50.7%増)となりました。また、法人税等合計７億83百万円の

計上などにより、当期純利益は27億17百万円(前年同期比76.0%増)となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりであり、セグメント間の内部売上高等を含めて記載してお

ります。

　

建設事業

日本

当社グループの建設事業の日本における受注高は、774億14百万円(前年同期比7.0%増)となりました。

売上高は、804億68百万円(前年同期比6.7%増)となり、売上高の増加及び工事採算の改善などにより、営

業利益は16億20百万円(前年同期比737.0%増)となりました。

東南アジア

当社グループの建設事業の東南アジアにおける受注高は、538億42百万円(前年同期比12.1%増)となりま

した。

売上高は、437億20百万円(前年同期比17.0%減)となり、売上高減少などにより、営業利益は13億67百万

円(前年同期比14.9%減)となりました。

　

不動産事業

日本

賃貸事業を中心とする不動産事業の日本における売上高は、10億55百万円(前年同期比0.1%増)となり、

営業利益は３億96百万円(前年同期比24.9%減)となりました。

　
北米

賃貸事業を営む不動産事業の北米については、営業損失は２百万円(前年同期 営業損失77百万円)とな

りました。

　

その他の事業

その他の事業については、売上高は33百万円(前年同期比6.0%増)となり、営業損失は14百万円(前年同期

営業利益０百万円)となりました。
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② 次期の見通し

今後の日本経済の見通しにつきましては、原油安や株高に伴うプラス効果による企業収益の改善や消費税増

税後の反動減の影響が一巡したことにより、景気は持ち直し傾向が強まると思われます。

国内建設市場につきましては、企業収益の改善により設備投資は底堅く推移し、また、政府の打ち出した経

済対策が下支えとなり、堅調に推移すると期待されるものの、技能労働者不足や資機材価格の高止まりなどが

続くと思われます。また、当社が進出しているアジア各国では、輸出の減少により経済成長が鈍化し、一方で、

各国の建設会社との競合も増えており、引き続き受注環境は厳しさを増しております。

このような環境のなか、次期の連結業績につきましては、受注高1,250億円、売上高1,250億円、営業利益33

億円、経常利益36億円、親会社株主に帰属する当期純利益25億円を見込んでおります。

（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

（イ）資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べ15億93百万円増加し、607億57百万円となりました。これは、「現金預

金」が15億64百万円減少しましたが、「受取手形・完成工事未収入金等」が16億21百万円増加したこと及び「未

収消費税等」を22億49百万円計上したことなどによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ３億47百万円増加し、176億61百万円となりました。

この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べ19億41百万円増加し、784億19百万円となりました。

（ロ）負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べ７億96百万円減少し、550億98百万円となりました。これは、「支払手

形・工事未払金等」が11億30百万円増加しましたが、「短期借入金」が５億50百万円及び「未成工事受入金」が

16億66百万円それぞれ減少したことなどによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ24億円減少し、52億10百万円となりました。これは、「長期借入金」が

13億11百万円及び「退職給付に係る負債」が11億40百万円それぞれ減少したことなどによるものであります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ31億97百万円減少し、603億９百万円となりました。

（ハ）純資産

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ51億38百万円増加し、181億10百万円となりました。これは、当期純

利益27億17百万円の計上、退職給付に関する会計基準等の適用による当連結会計年度期首の利益剰余金の増加

及び円安による為替換算調整勘定の影響などによるものであります。

また、自己資本比率につきましては、21.7%となりました。

② キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益36億58百万円を計

上し、未成工事受入金の減少、未収消費税等の増加及び法人税等の支払などにより、７億80百万円のマイナス

(前年同期は23億39百万円のプラス)となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入がありましたが、定期預金の預入に

よる支出などにより、８億54百万円のマイナス(前年同期は１億28百万円のプラス)となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少及び長期借入金の返済による支出などにより、21

億34百万円のマイナス(前年同期は２億58百万円のマイナス)となりました。

この結果、当連結会計年度末の「現金及び現金同等物の期末残高」は、前連結会計年度末に比べ22億43百万

円減少し、229億95百万円となりました。
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２．企業集団の状況

最近の有価証券報告書(平成26年６月30日提出)における「事業系統図(事業の内容)」及び「関係会社の状況」

から重要な変更がないため開示を省略しております。

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、経営の基本方針として「変化する市場環境に創意を以って即応、国内・海外の収益基盤を

磐石にし、創業100年に向けて強靭な企業体質を構築する」を掲げ、国内外の各拠点による相互支援体制を強化

し、営業と工事が一体となって、利益改善と品質確保に取り組むとともに、引き続きコンプライアンスを徹底

した経営を堅持し、社是にある「我々は社業の発展を通して社会に貢献する」を念頭に行動してまいります。

（２）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題

当社グループを取り巻く環境は、米国や資源国等の景気動向の問題はあるものの、企業収益の回復や政労使

が一体となった取り組みにより、雇用や所得の改善が促進され、個人消費の増加も加わった本格的な景気回復

が期待できる状況になりつつあります。

このような状況のなか、当社グループは、国内外の全拠点が一丸となり、オールナカノフドーグループで収

益基盤の更なる強化を図り、最終年度を迎えた中期経営計画の目標達成を目指してまいります。

国内建設事業においては、ソリューション営業の更なる強化で受注力を高めるとともに、現場教育、協力会

社との連携強化、工業化・省力化の推進により、施工力を一段と高めてまいります。

海外建設事業においては、発展を続ける東南アジア各国で、今まで以上に多様な用途の建設に対応して顧客

層の拡大を図るとともに、原価管理の高度化やローカル社員の育成により、収益力を強化してまいります。

足許の受注環境は良好であるとも言われておりますが、将来を見通しますと、決して予断を許さない経営環

境が続くと思われますので、引き続き「量より質」の経営方針を貫き、多くのステークホルダーの皆様から見

て、安心できる会社を確実に創造してまいります。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の作成にあたり、期間比較の可能性及び同業他社等との企業間比較の可能性を考

慮し、日本基準を採用しております。

なお、国際会計基準等の異なる会計基準への変更については、現在、決定事項はございませんが、今後の様々な

動向を踏まえ、適切に対応していく方針であります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 ※1 27,205 ※1 25,641

受取手形・完成工事未収入金等 ※1 27,830 ※1 29,451

有価証券 ※1 14 -

未成工事支出金 ※4 1,205 ※4 1,068

不動産事業支出金 216 104

材料貯蔵品 29 6

未収入金 1,378 1,176

未収消費税等 - 2,249

その他 1,396 1,198

貸倒引当金 △112 △139

流動資産合計 59,164 60,757

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 ※1 7,227 ※1 7,053

機械、運搬具及び工具器具備品 1,475 1,343

土地 ※1 10,056 ※1 9,998

建設仮勘定 - 324

減価償却累計額 △5,215 △5,052

有形固定資産合計 13,544 13,667

無形固定資産 330 318

投資その他の資産

投資有価証券 ※1,※2 2,868 ※1,※2 3,215

長期貸付金 282 240

破産更生債権等 32 32

その他 326 268

貸倒引当金 △70 △79

投資その他の資産合計 3,439 3,676

固定資産合計 17,314 17,661

資産合計 76,478 78,419
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 43,919 45,050

短期借入金 ※1 3,586 ※1 3,036

1年内償還予定の社債 80 80

未払法人税等 182 389

未成工事受入金 6,459 4,792

完成工事補償引当金 106 112

工事損失引当金 ※4 81 ※4 98

賞与引当金 365 431

その他 1,114 1,108

流動負債合計 55,895 55,098

固定負債

社債 280 200

長期借入金 ※1 3,939 ※1 2,628

繰延税金負債 565 747

退職給付に係る負債 1,876 736

その他 949 898

固定負債合計 7,610 5,210

負債合計 63,506 60,309

純資産の部

株主資本

資本金 5,061 5,061

資本剰余金 1,400 1,400

利益剰余金 6,952 10,182

自己株式 △29 △30

株主資本合計 13,384 16,614

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 474 767

為替換算調整勘定 △930 △214

退職給付に係る調整累計額 △756 △186

その他の包括利益累計額合計 △1,212 366

少数株主持分 799 1,128

純資産合計 12,971 18,110

負債純資産合計 76,478 78,419
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高

完成工事高 128,113 124,172

不動産事業売上高 1,033 1,054

その他の事業売上高 31 33

売上高合計 129,177 125,260

売上原価

完成工事原価 ※1 121,923 ※1 116,252

不動産事業売上原価 ※2 417 ※2 542

その他の事業売上原価 24 37

売上原価合計 122,365 116,831

売上総利益

完成工事総利益 6,189 7,920

不動産事業総利益 616 512

その他の事業総利益又はその他の事業総損
失（△）

6 △4

売上総利益合計 6,812 8,429

販売費及び一般管理費 ※3 4,561 ※3 5,061

営業利益 2,250 3,367

営業外収益

受取利息 215 239

受取配当金 33 36

為替差益 237 267

その他 43 31

営業外収益合計 529 574

営業外費用

支払利息 222 125

その他 35 15

営業外費用合計 257 141

経常利益 2,522 3,801

特別利益

固定資産売却益 2 28

その他 37 1

特別利益合計 40 29

特別損失

投資有価証券評価損 - 53

機材センター整理損 - 48

貸倒引当金繰入額 19 29

訴訟関連損失 83 26

その他 14 13

特別損失合計 116 172

税金等調整前当期純利益 2,446 3,658

法人税、住民税及び事業税 685 682

過年度法人税等 - 27

過年度法人税等戻入額 △78 -

法人税等調整額 65 73

法人税等合計 672 783

少数株主損益調整前当期純利益 1,773 2,874

少数株主利益 230 157

当期純利益 1,543 2,717
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 1,773 2,874

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 138 292

為替換算調整勘定 354 888

退職給付に係る調整額 - 569

その他の包括利益合計 ※1 493 ※1 1,750

包括利益 2,267 4,625

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,043 4,296

少数株主に係る包括利益 223 329
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,061 1,400 5,511 △28 11,944

会計方針の変更によ

る累積的影響額
―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
5,061 1,400 5,511 △28 11,944

当期変動額

剰余金の配当 △103 △103

当期純利益 1,543 1,543

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 1,440 △0 1,439

当期末残高 5,061 1,400 6,952 △29 13,384

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 336 △1,292 ― △956 576 11,565

会計方針の変更によ

る累積的影響額
―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
336 △1,292 ― △956 576 11,565

当期変動額

剰余金の配当 △103

当期純利益 1,543

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
138 361 △756 △256 223 △33

当期変動額合計 138 361 △756 △256 223 1,406

当期末残高 474 △930 △756 △1,212 799 12,971
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当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,061 1,400 6,952 △29 13,384

会計方針の変更によ

る累積的影響額
616 616

会計方針の変更を反映

した当期首残高
5,061 1,400 7,568 △29 14,001

当期変動額

剰余金の配当 △103 △103

当期純利益 2,717 2,717

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 2,613 △0 2,613

当期末残高 5,061 1,400 10,182 △30 16,614

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 474 △930 △756 △1,212 799 12,971

会計方針の変更によ

る累積的影響額
616

会計方針の変更を反映

した当期首残高
474 △930 △756 △1,212 799 13,588

当期変動額

剰余金の配当 △103

当期純利益 2,717

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
292 716 569 1,579 329 1,908

当期変動額合計 292 716 569 1,579 329 4,521

当期末残高 767 △214 △186 366 1,128 18,110
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,446 3,658

減価償却費 293 358

貸倒引当金の増減額（△は減少） △110 34

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 112 36

工事損失引当金の増減額（△は減少） △184 16

受取利息及び受取配当金 △249 △275

支払利息 222 125

売上債権の増減額（△は増加） 77 △580

未成工事支出金の増減額（△は増加） △131 143

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） 8 134

仕入債務の増減額（△は減少） △287 △210

未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,143 △1,722

未払又は未収消費税等の増減額 511 △2,519

その他 △1,383 400

小計 3,470 △400

利息及び配当金の受取額 249 275

利息の支払額 △221 △116

法人税等の支払額 △1,159 △538

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,339 △780

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,161 △5,639

定期預金の払戻による収入 3,370 5,072

有形固定資産の取得による支出 △108 △480

有形固定資産の売却による収入 3 114

その他 25 78

投資活動によるキャッシュ・フロー 128 △854

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,000 △350

長期借入れによる収入 3,200 -

長期借入金の返済による支出 △650 △1,511

社債の発行による収入 391 -

社債の償還による支出 △40 △80

配当金の支払額 △103 △103

その他 △57 △89

財務活動によるキャッシュ・フロー △258 △2,134

現金及び現金同等物に係る換算差額 876 1,524

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,085 △2,243

現金及び現金同等物の期首残高 22,153 25,239

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 25,239 ※1 22,995
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はない。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１. 連結の範囲に関する事項

全ての子会社(12社)を連結している。

２. 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない関連会社

会社の名称

株式会社城北シンフォニア

ネクストコートハウス立川ＰＦＩ株式会社

持分法を適用しない理由

持分法を適用しない関連会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、重要性

がないため持分法の適用から除外している。

　

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち中野咨詢(上海)有限公司の決算日は12月31日である。連結財務諸表の作成にあたっ

ては、連結決算日３月31日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用している。

上記以外の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致している。

４. 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

①満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

②その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

たな卸資産

①未成工事支出金

個別法による原価法

②不動産事業支出金

個別法による原価法

(連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

③材料貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

(連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社は定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設

備を除く)は定額法)を採用している。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっている。

在外連結子会社は、主として定額法を採用している。

無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用している。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっている。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用している。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

当社及び国内連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上している。また、在外連結子会社は、個別債権の回収不能見込額を計上している。

完成工事補償引当金

当社は、完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、過年度の実績に基づき当連結会計年度

の完成工事に対する将来の見積補償額を計上している。

工事損失引当金

当社及び連結子会社は、受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事

のうち重要な損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事につい

て損失見込額を計上している。

賞与引当金

当社及び国内連結子会社は、従業員に対し支給する賞与の支払に充てるため、実際支給見込額

を基礎として当連結会計年度に対応する額を計上している。

　

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっている。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(12年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理している。

③小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額等を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用している。
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工

事完成基準を適用している。

なお、工事進行基準による完成工事高は、116,208百万円である。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税

及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理している。

(会計方針の変更)

(退職給付に関する会計基準等の適用)

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期

間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、割引率決定の基礎と

なる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見

込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更した。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会

計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してい

る。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が616百万円減少し、利益剰余金が616百万円増加して

いる。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益への影響は軽微である。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載している。
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(表示方法の変更)

　(連結損益計算書関係)

１ 前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めていた「固定資産売却益」は、特別利益の

総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記することとした。また、前連結会計年度に

おいて、区分掲記していた「特別利益」の「投資有価証券売却益」は、金額的重要性が乏しくなったた

め、当連結会計年度より「その他」に含めて表示している。これらの表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別利益」の「その他」に表示していた２百

万円は、「固定資産売却益」２百万円として組み替えている。また、前連結会計年度の連結損益計算書に

おいて、「特別利益」の「投資有価証券売却益」に表示していた37百万円は、「その他」として組み替えて

いる。

２ 不動産事業支出金の帳簿価額の切下げについては、金額的重要性が増したため、「注記事項（連結損益

計算書関係）」に記載している。

　

　(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１ 前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「未払又

は未収消費税等の増減額」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することとし

た。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他」に表示していた△871百万円は「未払又は未収消費税等の増減額」511百万円、「そ

の他」△1,383百万円として組み替えている。

２ 前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「有形固

定資産の売却による収入」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することとし

た。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他」に表示していた28百万円は「有形固定資産の売却による収入」３百万円、「その他」

25百万円として組み替えている。
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(連結貸借対照表関係)

　

※１ 担保に供している資産及び担保付債務は下記のとおりである。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

現金預金 202百万円 202百万円

受取手形 950 950

有価証券 14 ―

建物 1,760 1,580

土地 8,350 8,204

投資有価証券 1,506 1,800

　 計 12,784 12,737

　

短期借入金 2,220 1,970

長期借入金 3,555 2,460

　 計 5,775 4,430

上記のうち、次の金額を営業保証金として供託している。

有価証券 14百万円 ―百万円

投資有価証券 9 9

　 計 24 9

　

※２ このうち、関連会社に対する金額は、次のとおりである。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

投資有価証券(株式) 5百万円 5百万円

３ 保証債務

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

ナカノシンガポール(PTE.)LTD.及
びその子会社の受注工事に係る金
融機関等の工事履行保証に対する
債務保証

4,547百万円 4,648百万円

手付金保証 559 41

従業員持家ローン 0 0

　 計 5,107 4,690

※４ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示す

ることとしている。

なお、前連結会計年度末及び当連結会計年度末においては、工事損失引当金に対応する未成工事支出金は

ない。
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(連結損益計算書関係)

　

※１ 完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、次のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

0百万円 63百万円

※２ 不動産事業支出金の期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損

が不動産事業売上原価に含まれている。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

9百万円 97百万円

※３ このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

減価償却費 135百万円 197百万円

賞与引当金繰入額 147 182

退職給付費用 305 274

従業員給料手当 2,269 2,440

(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

その他有価証券評価差額金

　当期発生額 253百万円 348百万円

組替調整額 △37 52

税効果調整前 215 400

税効果額 △76 △107

その他有価証券評価差額金 138 292

為替換算調整勘定

当期発生額 354 888

退職給付に係る調整額

当期発生額 ― 482

組替調整額 ― 86

税効果調整前 ― 569

税効果額 ― ―

退職給付に係る調整額 ― 569

その他の包括利益合計 493 1,750
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 (株) 34,498,097 ― ― 34,498,097

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 (株) 116,435 3,054 ― 119,489

　
　 (変動事由の概要)

増加の内訳は、次のとおりである。

普通株式の単元未満株式の買取りによる増加 3,054株

３ 新株予約権等に関する事項

　
該当事項はない。

４ 配当に関する事項

　
(1)配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 103 3.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日

　

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 103 利益剰余金 3.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日
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当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 (株) 34,498,097 ― ― 34,498,097

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 (株) 119,489 1,595 ― 121,084

　
　 (変動事由の概要)

増加の内訳は、次のとおりである。

普通株式の単元未満株式の買取りによる増加 1,595株

３ 新株予約権等に関する事項

　
該当事項はない。

４ 配当に関する事項

　
(1)配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 103 3.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日

　

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 171 利益剰余金 5.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

現金預金勘定 27,205百万円 25,641百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金等

△1,966 △2,646

現金及び現金同等物 25,239 22,995

　

　

(賃貸等不動産関係)

当社及び一部の連結子会社では、東京都及びその他の地域において、賃貸オフィスビル、賃貸商業施設及び

賃貸住宅を所有している。平成26年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は552百万円(賃貸収益

は不動産事業売上高に、賃貸費用は不動産事業売上原価に計上)であり、平成27年３月期における当該賃貸等不

動産に関する賃貸損益は530百万円(賃貸収益は不動産事業売上高に、賃貸費用は不動産事業売上原価に計上)で

ある。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

連結
貸借対照表
計上額
(注)１

期首残高 (百万円) 10,825 10,701

期中増減額(注)２ (百万円) △123 △192

期末残高 (百万円) 10,701 10,509

期末時価(注)３ (百万円) 13,026 13,041

(注) １ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。

２ 期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は不動産取得(37百万円)によるものであり、主な減

少額は賃貸等不動産から自社使用への所有目的の変更に伴い対象外となったもの(20百万円)及び減価

償却(132百万円)によるものである。また、当連結会計年度の主な増加額は、自社使用から賃貸等不動

産への所有目的の変更に伴い対象となったもの（22百万円）及び不動産取得（18百万円）によるもの

であり、主な減少額は、不動産売却（87百万円）、賃貸等不動産から自社使用への所有目的の変更に伴

い対象外となったもの（43百万円）及び減価償却（119百万円）によるものである。

３ 期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、そ

の他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づく金額及び自社で算定した金額である。
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(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績の評価をするために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

当社グループは国内及び海外において建設事業及び不動産事業を行っている。

建設事業については、本社に国内建設事業本部及び海外事業本部を置き、各事業本部は、それぞれ日本及び東南

アジア(シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ及びベトナム等)の包括的な戦略を立案し、事業活動を展

開している。

不動産事業については、日本及び北米(アメリカ)における事業計画を立案し、事業活動を展開している。

従って、当社グループは、各事業を基礎とした地域別セグメントから構成されており、建設事業は「日本」及び

「東南アジア」、不動産事業は「日本」及び「北米」の４つを報告セグメントとしている。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と同一である。報告セグメントの利益又は損失は、営業利益ベースの数値である。

なお、報告セグメント間の内部売上高及び振替高は、市場価格等に基づいている。

「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更したこ

とに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しいる。

当該変更による当連結会計年度のセグメント利益又は損失への影響は軽微である。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
の事業
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務
諸表
計上額
(注)３

建設事業 不動産事業

日本
東南
アジア

計 日本 北米 計

売上高

外部顧客への売上高 75,443 52,670 128,113 1,033 ― 1,033 31 129,177 ― 129,177

セグメント間の
内部売上高又は振替高

― 18 18 21 ― 21 ― 39 △39 ―

計 75,443 52,688 128,131 1,054 ― 1,054 31 129,217 △39 129,177

セグメント利益
又は損失(△)

193 1,606 1,800 527 △77 449 0 2,250 ― 2,250

セグメント資産 23,123 28,377 51,500 11,364 1,654 13,019 50 64,570 11,907 76,478

その他の項目

減価償却費 91 64 156 136 0 137 0 293 ― 293

減損損失 ― ― ― 8 ― 8 ― 8 ― 8

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

352 81 434 39 0 39 1 475 ― 475

(注) １ 「その他の事業」は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業である。

２ セグメント資産の調整額11,907百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、提出会社で

の余資運用資金(現金預金)及び長期投資資金(投資有価証券及び保険積立金)等である。

３ セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と一致している。
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当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
の事業
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務
諸表
計上額
(注)３

建設事業 不動産事業

日本
東南
アジア

計 日本 北米 計

売上高

外部顧客への売上高 80,466 43,705 124,172 1,054 ― 1,054 33 125,260 ― 125,260

セグメント間の
内部売上高又は振替高

1 14 15 0 ― 0 ― 16 △16 ―

計 80,468 43,720 124,188 1,055 ― 1,055 33 125,276 △16 125,260

セグメント利益
又は損失(△)

1,620 1,367 2,988 396 △2 393 △14 3,367 ― 3,367

セグメント資産 25,332 28,474 53,806 11,169 1,902 13,072 410 67,288 11,130 78,419

その他の項目

減価償却費 136 95 232 124 ― 124 1 358 ― 358

減損損失 ― ― ― 7 ― 7 ― 7 ― 7

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

87 108 195 55 ― 55 302 554 ― 554

　
(注) １ 「その他の事業」は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業他である。

２ セグメント資産の調整額11,130百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、提出会社で

の余資運用資金(現金預金)及び長期投資資金(投資有価証券及び保険積立金)等である。

３ セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と一致している。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

１株当たり純資産額 354.05円 493.98円

１株当たり当期純利益 44.89円 79.04円

　
(注)１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

　当期純利益 (百万円) 1,543 2,717

　普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益 (百万円) 1,543 2,717

　普通株式の期中平均株式数 (千株) 34,380 34,377

　

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前連結会計年度 当連結会計年度

(平成26年３月31日) (平成27年３月31日)

　純資産の部の合計額 (百万円) 12,971 18,110

　純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 799 1,128

　 (うち少数株主持分) (百万円) (799) (1,128)

　普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 12,171 16,981

　１株当たり純資産額の算定に用いられた

　期末の普通株式の数
(千株) 34,378 34,377

　

４ 「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従っている。

　 この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が、17.94円増加している。

(重要な後発事象)

　

該当事項はない。

（開示の省略）

　

リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、税効果会計、資産

除去債務、関連当事者情報に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられ

るため開示を省略している。
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 8,999 5,676

受取手形 2,018 1,808

完成工事未収入金 15,792 19,138

有価証券 14 -

未成工事支出金 1,203 953

不動産事業支出金 182 85

材料貯蔵品 29 6

関係会社短期貸付金 10 10

未収入金 597 336

未収消費税等 - 2,249

その他 1,116 815

貸倒引当金 △112 △114

流動資産合計 29,850 30,966

固定資産

有形固定資産

建物 6,670 6,578

減価償却累計額 △3,686 △3,747

建物（純額） 2,984 2,831

構築物 231 144

減価償却累計額 △196 △102

構築物（純額） 35 42

機械及び装置 175 116

減価償却累計額 △172 △114

機械及び装置（純額） 2 2

車両運搬具 23 11

減価償却累計額 △23 △3

車両運搬具（純額） 0 8

工具器具・備品 451 281

減価償却累計額 △407 △252

工具器具・備品（純額） 43 29

土地 9,707 9,649

リース資産 202 235

減価償却累計額 △37 △85

リース資産（純額） 164 150

建設仮勘定 - 324

有形固定資産合計 12,937 13,038

無形固定資産

無形固定資産合計 318 306

投資その他の資産

投資有価証券 2,767 3,089

関係会社株式 2,670 2,670

関係会社長期貸付金 642 621

破産更生債権等 32 32

保険積立金 104 31

その他 398 376

貸倒引当金 △352 △347

投資その他の資産合計 6,263 6,474

固定資産合計 19,519 19,818

資産合計 49,370 50,784
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 13,013 11,687

電子記録債務 - 3,801

工事未払金 11,178 11,706

短期借入金 3,586 3,036

1年内償還予定の社債 80 80

未払法人税等 96 209

未成工事受入金 5,814 4,178

完成工事補償引当金 106 112

工事損失引当金 81 98

賞与引当金 362 426

その他 909 732

流動負債合計 35,228 36,070

固定負債

社債 280 200

長期借入金 3,939 2,628

繰延税金負債 242 340

退職給付引当金 991 378

長期預り金 505 508

その他 406 350

固定負債合計 6,364 4,405

負債合計 41,593 40,476

純資産の部

株主資本

資本金 5,061 5,061

資本剰余金

資本準備金 1,400 1,400

資本剰余金合計 1,400 1,400

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 912 3,167

利益剰余金合計 912 3,167

自己株式 △29 △30

株主資本合計 7,345 9,599

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 432 708

評価・換算差額等合計 432 708

純資産合計 7,777 10,308

負債純資産合計 49,370 50,784
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（２）損益計算書

(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高

完成工事高 75,991 80,468

不動産事業売上高 985 974

売上高合計 76,977 81,442

売上原価

完成工事原価 72,394 75,104

不動産事業売上原価 442 563

売上原価合計 72,837 75,668

売上総利益

完成工事総利益 3,596 5,363

不動産事業総利益 542 410

売上総利益合計 4,139 5,773

販売費及び一般管理費

役員報酬 168 181

従業員給料手当 1,799 1,905

賞与引当金繰入額 145 179

退職給付費用 288 269

法定福利費 273 298

福利厚生費 45 50

修繕維持費 1 7

事務用品費 30 29

通信交通費 255 283

動力用水光熱費 57 58

調査研究費 3 3

広告宣伝費 26 17

貸倒引当金繰入額 △118 -

交際費 49 59

寄付金 1 2

地代家賃 153 159

減価償却費 100 150

租税公課 73 88

保険料 12 14

雑費 368 356

販売費及び一般管理費合計 3,739 4,113

営業利益 399 1,659
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(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業外収益

受取利息 21 16

受取配当金 339 352

為替差益 172 149

その他 33 30

営業外収益合計 567 549

営業外費用

支払利息 222 125

その他 20 4

営業外費用合計 242 130

経常利益 724 2,078

特別利益

固定資産売却益 - 21

投資有価証券売却益 37 -

特別利益合計 37 21

特別損失

投資有価証券評価損 - 53

機材センター整理損 - 48

訴訟関連損失 83 26

その他 19 6

特別損失合計 103 135

税引前当期純利益 658 1,964

法人税、住民税及び事業税 78 198

過年度法人税等 - 25

法人税等調整額 △0 △0

法人税等合計 78 222

当期純利益 580 1,741
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 5,061 1,400 1,400 435 435

会計方針の変更によ

る累積的影響額
― ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
5,061 1,400 1,400 435 435

当期変動額

剰余金の配当 △103 △103

当期純利益 580 580

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― 477 477

当期末残高 5,061 1,400 1,400 912 912

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △28 6,868 312 312 7,180

会計方針の変更によ

る累積的影響額
― ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△28 6,868 312 312 7,180

当期変動額

剰余金の配当 △103 △103

当期純利益 580 580

自己株式の取得 △0 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
120 120 120

当期変動額合計 △0 476 120 120 596

当期末残高 △29 7,345 432 432 7,777

決算短信 （宝印刷）  2015年05月11日 19時58分 32ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）

㈱ナカノフドー建設　(1827)　平成27年３月期　決算短信

－29－



当事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 5,061 1,400 1,400 912 912

会計方針の変更によ

る累積的影響額
616 616

会計方針の変更を反映

した当期首残高
5,061 1,400 1,400 1,529 1,529

当期変動額

剰余金の配当 △103 △103

当期純利益 1,741 1,741

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― 1,638 1,638

当期末残高 5,061 1,400 1,400 3,167 3,167

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △29 7,345 432 432 7,777

会計方針の変更によ

る累積的影響額
616 616

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△29 7,961 432 432 8,394

当期変動額

剰余金の配当 △103 △103

当期純利益 1,741 1,741

自己株式の取得 △0 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
276 276 276

当期変動額合計 △0 1,637 276 276 1,914

当期末残高 △30 9,599 708 708 10,308
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７．その他

（１）連結業績の建設事業の受注高、売上高、繰越高

(単位：百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

比較増減自 平成25年４月１日 自 平成26年４月１日

至 平成26年３月31日 至 平成27年３月31日

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減比

% % %
受

国内 72,374 60.1 77,414 59.0 5,039 7.0

注
海外 48,011 39.9 53,842 41.0 5,831 12.1

高
合計 120,386 100.0 131,256 100.0 10,870 9.0

売 国内 75,443 58.9 80,466 64.8 5,023 6.7

上 海外 52,670 41.1 43,705 35.2 △8,964 △17.0

高 合計 128,113 100.0 124,172 100.0 △3,940 △3.1

繰 国内 56,546 57.6 53,493 50.9 △3,052 △5.4

越 海外 41,543 42.4 51,679 49.1 10,136 24.4

高 合計 98,089 100.0 105,173 100.0 7,084 7.2

　

なお、参考のため提出会社の建設事業の状況は次のとおりである。

(単位：百万円)

前事業年度 当事業年度

比較増減自 平成25年４月１日 自 平成26年４月１日

至 平成26年３月31日 至 平成27年３月31日

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減比

% %

建築

官公庁 10,567 14.6 6,584 8.5 △3,982 △37.7

受 民間 59,629 82.4 69,104 89.3 9,474 15.9

計 70,197 97.0 75,689 97.8 5,491 7.8

土木

官公庁 2,191 3.0 1,686 2.2 △504 △23.0

注 民間 14 0.0 39 0.0 24 166.2

計 2,205 3.0 1,726 2.2 △479 △21.7

合計

官公庁 12,758 17.6 8,271 10.7 △4,487 △35.2

高 民間 59,644 82.4 69,144 89.3 9,499 15.9

計 72,403 100.0 77,415 100.0 5,012 6.9

建築

官公庁 5,699 7.5 13,294 16.5 7,594 133.3

売 民間 68,484 90.1 65,169 81.0 △3,315 △4.8

計 74,184 97.6 78,463 97.5 4,279 5.8

土木

官公庁 1,792 2.4 1,964 2.5 172 9.6

上 民間 14 0.0 39 0.0 24 166.2

計 1,807 2.4 2,004 2.5 197 10.9

合計

官公庁 7,491 9.9 15,258 19.0 7,767 103.7

高 民間 68,499 90.1 65,209 81.0 △3,290 △4.8

計 75,991 100.0 80,468 100.0 4,476 5.9

建築

官公庁 13,856 24.5 7,146 13.3 △6,709 △48.4

繰 民間 41,527 73.4 45,462 85.0 3,934 9.5

計 55,383 97.9 52,608 98.3 △2,774 △5.0

土木

官公庁 1,162 2.1 885 1.7 △277 △23.9

越 民間 ― ― ― ― ― ―

計 1,162 2.1 885 1.7 △277 △23.9

合計

官公庁 15,019 26.6 8,031 15.0 △6,987 △46.5

高 民間 41,527 73.4 45,462 85.0 3,934 9.5

計 56,546 100.0 53,493 100.0 △3,052 △5.4
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（２）役員の異動

　

①代表者の異動

　

該当事項はありません。

②その他の役員の異動(平成27年６月26日開催予定の株主総会)

１．新任取締役候補

取 締 役 服部 智 (現 常務執行役員 海外事業本部長

　 兼ナカノインターナショナルCORP.社長)

取 締 役 棚田 弘幸 (現 常務執行役員 国内建設事業本部長)

２．退任予定取締役

取 締 役 安広 誠 (顧問就任予定)
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